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注記 

 

注 1)本稿においては、用具(=投･捕運動の対象物)としてのフラッグフットボールと学習内容とし

ての教材を示すフラッグフットボールが同じ表記で示されるために混在することとなる。そ

のため、注釈以降は教材としての意を示す際には｢フラッグフットボール｣のようにかぎ括弧

で示すこととし、これに合わせて｢フラッグフットボール｣を素材として開発された教材もか

ぎ括弧を用いて｢フラッグフットディスク｣と示すこととした。 

注 2)｢フラッグフットディスク｣における教具｢自作ディスク｣は、検証授業の際に｢フライングデ

ィスク｣と称して児童に紹介された。そのため、質問紙調査においては児童にとってなじみの

ある｢フライングディスク｣という表記を用いた。 
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